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   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、志木市市民協働推進条例（平成２０年志木市条例

第３１号）の基本理念にのっとり、更なるまちづくりの推進を図るた

め、志民力人材バンク、いろは楽学塾及びボランティア便利帳（以下

「まちづくり推進バンク」と総称する。）に関し必要な事項を定める

ことにより、心豊かな市民生活及び活力ある地域社会の実現に寄与す

ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「志民力人材バンク」とは、市政の運営又は 

まちづくりの推進を図るための活動に関心と熱意を有する個人を登録

することにより、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条

の４第３項に規定する附属機関の委員、志木市地区まちづくり会議設

置要綱（平成２６年志木市告示第２７号）第１条に規定する地区まち

づくり会議の委員、まちづくりの推進を図るための行事の企画及び運

営に携わる者等として当該個人の活用を図ることを目的とした制度を

いう。 

２ この要綱において「いろは楽学塾」とは、生涯学習及びボランティ

ア活動の推進に関心と熱意を有する個人及び団体を登録し、これらを

研修の講師等として活用することにより、市民の学習及び文化活動そ

の他の諸活動への支援を図ることを目的とした制度をいう。 



３ この要綱において「ボランティア便利帳」とは、市内においてまち

づくりの推進を図るための活動を行う特定非営利活動促進法（平成１

０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人、ボラ

ンティア団体その他これらに類する団体を分野別に登録し、当該活動

に参加する意欲のある市民に対しその情報を提供することにより、ま

ちづくりの推進に資する人材の確保を図ることを目的とした制度をい

う。 

   第２章 志民力人材バンク 

（登録資格） 

第３条 志民力人材バンクに登録することができる者は、市の区域内に

住所を有する者、その他これに準ずる者として特に市長が認める者で

あって、次に掲げる者以外の者（以下「市内居住者」という。）とす

る。 

 (1) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するこ

とを目的とする者 

 (2) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的

とする者 

 (3) 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に

規定する公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろう

とする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持

し、又はこれらに反対することを目的とする者 

 (4）営利活動を目的とする者 

 （登録手続） 

第４条 志民力人材バンクに登録しようとする者は、志民力人材バンク 

登録申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは、志民力人材バンク登録決定通知書（第２号様式）

により当該申請をした者（以下この章において「登録者」という。）

に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により登録を決定したときは、必要と認める事



項を志民力人材バンク登録台帳（第３号様式）に記載するものとする。 

（登録事項の変更等） 

第５条 登録者は、登録事項に変更があったとき又は登録を解除しよう

とするときは、速やかに志民力人材バンク登録変更等届（第４号様式）

を市長に提出しなければならない。 

（登録の抹消） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、登録者の登録

を抹消するものとする。 

 (1) 登録者が前条の規定による解除の届出をしたとき。 

 (2) 登録者が第３条各号に掲げる者となったとき。 

 (3) 登録者としてふさわしくない非行があったとき。 

 (4) その他登録を抹消する必要があると認めるとき。 

（登録の有効期間） 

第７条 志民力人材バンクの登録の有効期間は、登録をした日からその

日の属する年度の翌年度（市長が別に定める期間に登録をした場合に

あっては、その日の属する年度）の末日までとする。 

 （登録者の活用） 

第８条 登録者を活用しようとする課等は、志民力人材バンク利用申請

書（第５号様式）を市民生活部市民活動推進課（以下「市民活動推進

課」という。）に提出するものとする。 

２ 前項の規定による申請をした課等は、その活用しようとする登録者

との交渉その他の必要な措置を講ずるものとする。 

   第３章 いろは楽学塾 

 （事業） 

第９条 いろは楽学塾の事業は、次のとおりとする。 

(1) １０人以上の市内居住者で構成された団体からの申請に応じ、当

該団体の主催する催し等において、市内の事業所のうちいろは楽学

塾に登録をしたものの従業者が、その業務により修得した知識、技

能等を提供する事業（以下「いろは楽学講座」という。） 

 (2) ５人以上の市内居住者で構成された団体からの申請に応じ、当該



団体の主催する催し等において、いろは楽学塾に登録をした生涯学

習及びボランティア活動の推進に関心と熱意を有する市内居住者又

は市内を拠点に活動している団体が、修得した知識、技能等を提供

する事業（以下「市民アカデミー」という。） 

（準用） 

第１０条 第４条から第７条までの規定は、いろは楽学塾について準用

する。この場合において、これらの規定中「志民力人材バンク」とあ

るのは、「いろは楽学塾」と読み替えるほか、必要な技術的読替えは、 

市長が別に定める。 

 （受講手続） 

第１１条 いろは楽学塾の受講をしようとする団体は、当該受講日の２

週間前までに、いろは楽学講座にあってはいろは楽学講座受講申請書

（第６号様式）を、市民アカデミーにあってはいろは楽学塾市民アカ

デミー申請書（第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、いろは楽学塾の登

録をした者及びこれを受講する団体に対し、必要な措置を講ずるもの

とする。 

 （受講費用） 

第１２条 いろは楽学塾の受講に係る費用は、無料とする。ただし、原

材料費その他受講に係る実費は、受講する団体において負担する。 

   第４章 ボランティア便利帳 

 （登録資格） 

第１３条 ボランティア便利帳に登録することができる者は、市内を拠

点としたボランティア活動その他まちづくりの推進を図るための活動

を行っている団体（第３条各号に規定する目的を有するものを除く。）

とする。 

（準用） 

第１４条 第４条から第７条までの規定は、ボランティア便利帳につい

て準用する。この場合において、これらの規定中「志民力人材バンク」

とあるのは、「ボランティア便利帳」と読み替えるほか、必要な技術



的読替えは、市長が別に定める。 

 （利用手続） 

第１５条 ボランティア便利帳を利用しようとする者は、その旨を市長

に申し出なければならない。 

   第５章 雑則 

 （情報の取扱い） 

第１６条 まちづくり推進バンクにおける情報の取扱いについては、志

木市個人情報保護条例（平成１６年志木市条例第１６号）及び志木市

情報公開条例（平成１６年志木市条例第１５号）の規定を遵守しなけ

ればならない。 

 （庶務） 

第１７条 まちづくり推進バンクに関する庶務は、市民活動推進課にお

いて処理する。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、まちづくり推進バンクに関し

必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 


